
Ⅲ 事業別実績報告 

１ 福祉保健医療サービスを支える人材の育成及び専門知識・技術の普及 

 

１ 介護支援専門員養成事業 

（１）介護支援専門員実務研修受講試験事業 

介護保険法に基づく「指定試験実施機関」として、介護支援専門員実務研修受講希望者に

対して、事前に必要な専門知識等を有していることを確認するための試験を実施した。 

４年度事業計画 ４年度実績 

試験回数 

受験者数 

年１回 

5,000人 

令和４年 10月９日（日） 

4,177人 

（受験申込者数 4,846人） 

 

（２）介護支援専門員研修事業 

介護保険法に基づく「指定研修実施機関」として、介護支援専門員実務研修受講試験合

格者を対象とする「実務研修」、現任の介護支援専門員のうち、一定の実務経験者を対象と

する「専門研修Ⅰ」、介護支援専門員として実務に就いていない者や、実務から離れている

者を対象とする「再研修」、介護支援専門員証を交付された者のうち更新を申請する者を対

象とする「更新研修」を実施した。 

なお、実務研修については、受講希望者及び試験合格者が想定を上回ったため、受講定員

を拡充した。 

４年度事業計画 ４年度実績 

実務研修 860人  1,104 人 

専門研修Ⅰ 1,208人  1,169 人 

再研修 473人   418人 

更新研修 1,202人  1,185 人 

身体障害者受講支援 該当なし 

 

（３）介護支援専門員登録等事業 

東京都からの委託を受け、介護支援専門員登録等業務に係る登録申請・交付申請・更新

申請の受付業務、要件審査業務、手数料徴収代行業務を実施した。 

４年度事業計画 ４年度実績 

登録申請 

介護支援専門員証新規交付申請 

（内訳）実務研修修了者 

    再研修修了者 

介護支援専門員証更新交付申請 

介護支援専門員証書換交付申請（氏名変更） 

介護支援専門員証再交付申請（紛失等） 

 860件 

1,333件 

 860件 

 473件 

4,178件 

  96件 

  71件 

1,094件 

  1,263件 

1,008件 

   255件 

3,785件 

    98件 

    79件 

 

 



 

２ 地域包括支援センター職員研修事業 

地域包括支援センター職員に対して、地域包括支援センターの意義、その業務、他の専門職

との連携に関する研修を実施した。 

４年度事業計画 ４年度実績 

初任者研修 約 400人（約 100人×４回）、２日間 349人（４回）、２日間 

現任者研修 約 320人（約 80人×４回）、２日間 202人（４回）、２日間 

アドバイザー養成研修 約 150人（約 50人×３回）、２日間 141人（３回）、２日間 

 

３ 高齢者権利擁護推進事業 

（１）権利擁護に関する区市町村相談支援事業 

社会福祉士、弁護士が高齢者虐待等にかかる困難事例について区市町村職員等の相談に応

じた。 

４年度事業計画 ４年度実績 

専門相談 907件 

体制整備支援 ５自治体 

  



 

（２）権利擁護推進のための人材育成事業 

区市町村職員や介護サービス事業管理者等を対象に、高齢者虐待を未然に防止し、また、

虐待事例について適切かつ迅速に対応できる人材を育成するための研修を実施した。 

なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、一部研修の実施方法の変更や実施規模を

縮小した。 

４年度事業計画 ４年度実績 

区市町村職員等高齢

者権利擁護研修 

養護者による高齢者虐待対応研修 

 

・基礎研修Ａ   約 600人（２回） 

 

・基礎研修Ｂ  約 200人（２回） 

 

・応用研修Ａ 

約 60人（１回） 

・応用研修Ｂ 

約 100人（1回） 

 

権利擁護テーマ別実践研修 

約 600人（３回） 

 

 

 

 

養介護施設従事者等による高齢者 

虐待対応研修 

約 100人（１回） 

 

 

Ａ 484人 

 

Ｂ 219人 

※ Ａは動画配信＋集合 

 

 

56人（１回） 

    

157人 

 

 

第１回 160人 

第２回 120人 

第３回 200人 

※ 第２回は、動画配信に

よる代替。 

 

 

87人（１回） 

介護サービス事業管

理者等高齢者権利擁

護研修 

・居宅系  

約 2,400 人（２回）  

 

・施設・居住系 

約 600人（１回）  

 

・有料老人ホーム・サービス付き高

齢者向け住宅 

約 600人（２回） 

 

 

2,046人（２回） 

（集合型及びオンライン） 

 

318人（１回） 

（集合型及びオンライン） 

 

 

333人（１回） 

（集合型及びオンライン） 

施設内リーダー職員

研修（看護実務者研

修） 

約 120人（２回） 
75人（２回） 

（オンライン） 



 

（３）その他高齢者権利擁護の推進に係ること 

東京都及び関係機関が実施する高齢者虐待防止等に係る研修に対して、講師の派遣を行った。 

講師派遣 ３件 

 

４ 介護職員等によるたんの吸引等のための研修・登録受付等事業 

（１）研修業務 

高齢者及び障害者等の施設・在宅系サービス等において、たんの吸引等の医療的ケアを行

う介護職員等を養成するための研修を実施した。 

・不特定多数の者への医行為が可能なもの 

４年度事業計画 ４年度実績 

基本研修 

講義 50時間 

演習 

・喀痰吸引 

・経管栄養 

・救急蘇生法 

490人 修了者数 138人 

実地研修 

（施設等での実習） 

喀痰吸引、経管栄養 実地研修のみ（基本研修

免除対象者） 

（施設等での実習） 

－ 修了者数 188人 

※ 修了者数には、令和３年度実地研修未修了者のうち、令和４年度まで期間を延長して

実地研修を修了した 89人を含む。 

・特定の者への医行為を前提としたもの 

４年度事業計画 ４年度実績 

基本研修 講義 ９時間 

2,410組 修了組数 1,271組 
実地研修 

（在宅等での実習） 
喀痰吸引、経管栄養 

 

（２）登録申請等業務 

高齢者の施設及び在宅系サービスにおいて、たんの吸引等を行おうとする者の認定及びそ

の者が行おうとする施設及び事業所の登録等（新規受付、変更、更新、再交付、辞退）業務

を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

内  容 交 付 

登録喀痰吸引等事業者の登録等 36件 

認定特定行為業務従事者（経 過 措 置）の登録等 27件 

認定特定行為業務従事者（研修修了者）の登録等 3,956件 



 

５ 訪問看護管理者育成事業 

訪問看護事業所の管理者・指導者の資質を向上し、人材育成・定着及び経営の安定化を図る

ための研修を実施した。受講決定者数は定員を上回ったが、当日欠席や急用による早退等のた

め受講修了者数は計画を下回った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

管理者・指導者コース 166人（83人×２回）２日間 137人（２回）、２日間 

育成定着推進コース 144人（72人×２回）３日間 112人（１回）、３日間 

看護小規模多機能型 

居宅介護実務研修コース 
35人（35人×１回）、１日間  40人（１回）、１日間 

 
６ 保育人材育成研修事業 

保育従事者の資質向上を図るため、認証保育所の施設長や認可外保育施設職員等に対する研

修を実施した。認証保育所施設長研修、中堅保育士研修、家庭的保育者研修は、区市町村から

の受講者の推薦が見込みより少なく実績は計画を下回った。 

また、認可外テーマ別研修は受講決定で計画を上回ったが、当日の欠席が多く、実績は計画

を下回った。 

 

  

４年度事業計画  ４年度実績 

認証保育所施設長研修 300人（150人×２回）、４日間 74人（２回）、５日間 

認証保育所中堅保育士研修 300人（100人×３回）、３日間 96人（３回）、４日間 

家庭的保育者研修 

認定研修（40時間）50人 

現任研修（18時間）120人 

（60人×２回） 

11人（40時間×１回） 

44人（18時間×２回） 

病児・病後児保育研修 （10時間）80人（80人×１回） 70人（ 10時間×１回） 

病児・病後児（訪問型） 

保育研修 

（24時間＋演習１～２日） 

  20人（20人×１回） 
対象なし 

認可外保育施設職員 

テーマ別研修 
7,300人（3,650 人×２回） 5,839人（２回） 



 

７ 子育て支援員研修事業 

子ども・子育て支援新制度の実施に伴い、地域において保育や子育て支援分野の各事業等に

従事するために必要な研修を実施した。 

４年度事業計画 ４年度実績 

内  容 コース数 募集定員 コース数 受講決定 修了者数 

地域保育コース 34コース 2,660人 37コース 2,073人 1,595人 

 
地域型保育 32コース 2,560人 33コース 1,968人 1,513人 

一時預かり事業 ２コース   100人 ４コース 105人 82人 

※ 一時預かり事業の一部は、地域型保育と合同で実施。 

 
８ 障害者虐待防止・権利擁護研修及び強度行動障害支援者養成研修事業 

障害者に対する虐待の防止や虐待を受けた者に対する支援等を図り、また、強度行動障害を

有する者等に対して適切な支援等を行う職員の人材育成を行うための研修を実施した。 

なお、強度行動障害支援者養成研修事業は、新型コロナウイルス感染症の影響により、実施

規模を縮小したため、実績は計画を下回った。 

（１）障害者虐待防止・権利擁護研修事業 

４年度事業計画 ４年度実績 

障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応研修 

 障害者福祉施設等管理者コース 550人（４回） 965人 

（講義４回、演習

10回） 

 障害者福祉施設等従事者コース 
650人（４回） 

権利擁護センター・虐待防止センター担当 

職員等研修 
85人（１回） 60人（１回） 

 

（２）強度行動障害支援者養成研修事業 

４年度事業計画 ４年度実績 

基礎研修 1,200人（５回） 928人（第３期） 

実践研修  500人（３回） 329人（第３期） 

講師養成研修 28人（２日間） 

  



 

９ 障害福祉サービス等事業者に対する経営管理研修事業 

障害福祉サービス事業所等の法人代表者、管理者及び施設長に対し、人材マネジメント等の

研修を実施した。事業計画通りの受講決定を行ったが、業務等の都合による当日の欠席が多く

実績は計画を下回った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

200人（50人×４回）、１日間 173人（４回）、１日間 

 

１０ 生活困窮者自立相談支援機関職員研修等事業 

   生活困窮者に対する支援の質の向上に寄与するため、生活困窮者自立支援法に基づく事業に 

従事する者等に対する研修等を実施した。 

また、事例検討会・意見交換会のブロック会は、各ブロック幹事から開催に伴う支援申請等 

がなかったため、実績なしとなった。 

  

４年度事業計画 ４年度実績 

基礎研修 

 

基礎研修 年１回  １回（88人） 

制度所管担当者研修 
年２回（うち 1回は

基礎研修と合同） 

基礎研修と合同 1回のみ 

自立相談支援事業従事者研修 

 三職種共通研修 計画になし ２回（125人） 

 

主任相談支援員従事者研修 年３回 １回（29人） 

相談支援員従事者研修（新任） 年２回 １回（62人） 

相談支援員従事者研修（現任） 年２回 １回（27人） 

就労支援員従事者研修 年２回 １回（45人） 

任意事業従事者研修 

 

家計改善支援事業従事者研修 

（基礎・ステップアップ） 
年２回 

（基礎） 

１回（39人） 

（ステップアップ） 

２回（36人） 

就労準備支援事業従事者研修 

（基礎・ステップアップ） 
年２回 

（基礎・ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ合同） 

１回（39人） 

子供の学習・生活支援事業従事者研修 年１回 １回（36人） 

課題別従事者研修 年９回 ９回（339人） 

事例検討会 

全体会：年２回 

ﾌﾞﾛｯｸ会：10 ﾌﾞﾛｯｸ

×２回（開催支援） 

全体会：２回（60人） 

ﾌﾞﾛｯｸ会：開催支援実績な

し 

意見交換会 
ﾌﾞﾛｯｸ会：10 ﾌﾞﾛｯｸ

×２回（開催支援） 

開催支援実績なし 



 

１１ ひきこもりに係る支援者等育成研修等事業 

ひきこもりの状態にある当事者・家族等に対して適切な支援等を行う区市町村や支援団体等

職員の人材育成を行うための研修を実施した。 

社会参加支援団体向け研修は、対象団体が限られているため実績が計画を大幅に下回った。 

民生委員・児童委員向け研修は、地域で活動する民生委員等に広く参加していただくため、

動画配信形式で実施した。併せて、動画視聴が困難な民生委員等向けに動画視聴会を設けて対

応した。 

４年度事業計画 ４年度実績 

支援者向け研修 280人（５テーマ 11回） 391人（５テーマ 11回） 

社会参加支援団体向け研修 120人（３テーマ３回） 22人（３テーマ３回） 

関係機関向け専門研修 120人（２回） 116人（２回） 

民生委員・児童委員向け研修 120人（２回） 
動画配信 延べ 1,804 回再生

動画視聴会 ５人（１回） 

 
 

１２ 認定看護管理者養成研修事業 

病院等において管理・監督職の立場にある看護師に対して、認定看護管理者教育課程（ファ

ーストレベル）の研修を実施した。受講申込者は 108 人で、そのうち 77 人を選考したが、辞

退者 1名あり、補欠者 1名で対応し、修了者は受講者全員の 77人である。 

また、令和４年度研修修了者を対象に特別講義を計画していたが、当日８名欠席のため受講

者 69人である。 

４年度事業計画 ４年度実績 

研修規模 70人（70人×１回）、20日間 77人（１回）、20日間 

特別講義 70人（70人×１回）、１日間 69人（１回）、１日間 

 

  



 

１３ 看護教員養成研修事業 

看護職員の養成に携わる者に対して、看護教員として必要な知識と技術の修得に向けた長期

研修を実施した。受講申込者については 22人（追加選考の応募を含む）で、そのうち 18人を

選考したが、１人の辞退があり、修了者数は 17人となり計画を下回った。 

また、大学において教育に関する科目を履修して専任教員となった新人教員に対して、看護

教育に必要な基礎的知識を習得するための短期研修を実施した。 

なお、実績は新型コロナウイルス感染症の影響に加え、令和４年度から看護師養成のカリキ

ュラムが改正されたこと等により、各養成施設が繁忙の１年となったことから、都内看護学校

所属長からの推薦は４人にとどまり、更に直前で１人辞退申出があったことから計画を下回っ

た。 

   ・長期研修 

４年度事業計画 ４年度実績 

修業期間 11か月（765時間） 11か月（765時間） 

受講者数 45人 17人 

 

・短期研修 

４年度事業計画 ４年度実績 

研修期間 ５日間 
３人 

受講者数  30人 

 

１４ 健康づくり事業推進指導者育成事業 

健康寿命の延伸、健康格差の縮小、がん予防などの推進を図るため、地域や職域において指

導的立場で健康づくりに関する事業を担う区市町村、医療保険者、都保健所等の人材を育成す

るための研修を実施した。 

４年度事業計画 ４年度実績 

健康づくり事業推進指導者育成研修 50人×25回、１日間 1,737人(25回)、１日間 

 

  



 

１５ アレルギー疾患研修事業 

地域におけるアレルギー疾患対策への取組を推進する人材を育成し、アレルギー疾患の発

症や悪化を防止し、都民の健康増進を図るための研修を実施した。 

４年度事業計画 ４年度実績 

アレルギー相談実務研修 

 子供のアレルギー疾患に関する

相談実務研修 

900人 

（300人×３回）、１日間 

1,605人 

動画配信（３回） 

成人のアレルギー疾患に関する

相談実務研修  

200人 

（100人×２回）、１日間 

130人 

動画配信（２回） 

ぜん息・食物アレルギー緊急時対応研修 
1,000人 

(500人×２回)、1日間 
1,101人（２回） 

アレルギー対応体制強化研修 

 リーダー養成研修 

（施設管理者向け） 

1,000人 

(500人×２回)、1日間 
動画配信（１回） 

区市町村職員向け研修 
60人 

（30人×２回）、１日間 
28人（２回） 

※ リーダー養成研修（施設管理者向け）は、広く普及させる意図があるため申込・登録等 

を要しない動画配信とした。 
 

１６ 魅力ある福祉の職場づくり研修等事業 

時宜に応じたテーマを設定した法人運営サポート研修を実施し、魅力ある福祉の職場作りを

支援した。 

令和４年度は、新たな支援分野の研修を企画し、計画を上回る３研修を実施した。 

４年度事業計画 ４年度実績 

60 人（30人×２回）、１日間 

・法人運営サポート研修 

27法人（１回）、１日間  

・園長の保護者対応力ブラッシュアップ研修 

             19法人（１回）、１日間 

・組織をより良くするための環境づくり研修 

             24事業所（１回）、１日間 

 

  



 

１７ 福祉用具等に関する知識・技術の普及・啓発事業 

（１）福祉用具普及支援事業 

  福祉関連従事者等に対する福祉用具の基礎的・専門的知識の普及等を図るため、講習会 

や技術的な支援を実施した。 

４年度事業計画 ４年度実績 

区市町村職員・地域包括支援センター職員等対象 

 福祉用具サービス業務従事者講習会 

基礎講習 

テーマ別講習 

演習型講習 

 

100人(100 人×１回)、３日間 

240人(30人×８回)、１日間  

90人(30人×３回)、１日間  

 

51人（１回）、３日間 

155人（８回）、１日間 

55人（３回）、１日間 

福祉用具・適合相談担当者向け 

特別講習会 
30人(30 人×１回)、１日間 13人（１回）、１日間 

福祉用具展示説明会 １回 １回（322人） 

区市町村への福祉用具 

出張適合技術等支援 
－ 

訪問件数   ０回 

派遣人数延べ ０人 

区市町村職員等福祉用具業務説明会 － １回（65人） 

介護施設職員対象  

 施設職員向け研修会 

 出張型講習会 

 

集合型研修 

 実践型講習会 

 

６回 

 

280人(140人×２回)、１日間 

20人(20 人×１回)、１日間 

 

６回 

(２施設は教材提供) 

99人（２回）、１日間 

14人（１回）、１日間 

福祉用具専門相談員対象 

 福祉用具専門相談員指定講習会 60人（51時間×1回) 30人(51時間×１回) 

福祉用具専門相談員等スキルアップ講習会 60人(30 人×２回)、１日間 46人（２回）、１日間 

介護支援専門員等対象 

 介護支援専門員等対象福祉用具講習会 

基礎講習 

 

200人(100人×２回)、１日間 

 

84人(２回)、１日間 

福祉系学校等・施設等従事者対象 

 福祉用具体験講習会 10回 15回（124人） 

介護サービス利用者・家族対象 

 都民向け展示会 

※ 福祉用具展示説明会と同じ 
１回 １回（322人） 

上記対象者共通 

 福祉用具見学会 10回 ６回 

その他 

 福祉用具に係る学習用動画制作 １本 １本 

 



 
（２）福祉保健情報普及啓発事業 

福祉保健に係る情報等の普及を図るため、新刊書籍「知って得する見分け方 福祉用具

の給付と選定」の発行を行い、全 23種の書籍の有償頒布により情報提供を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

書籍の有償頒布 23種 23種 

 

  



２ 都民への福祉保健医療サービスに関する総合的な情報提供等 

 

１ 福祉情報総合ネットワーク事業 

インターネット・携帯電話・ＦＡＸ・一般電話といった様々な通信手段を通じて、事業者情

報、サービス評価情報等の福祉情報の総合的・一体的な提供を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

事業者情報 

トップページアクセス数 

メールマガジン登録数 

約 39,500件 

約 600,000件 

約 9,200 件 

39,376件 

608,230件 

9,168件 

 

２ 介護サービス情報の公表事業 

「東京都指定情報公表センター」として、東京都の情報公表計画に基づき、利用者が介護サ

ービスを利用するために必要とされる情報について、事業所からの報告の受理及び調査結果の

公表を行った。 

なお、訪問調査については、計画策定後に休廃止した事業所や新型コロナウイルス感染症の

影響により調査延期を希望した事業所があったため、実績が計画を下回った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

対象サービス 

公表事業所 

訪問調査対象事業所 

35サービス 

約 16,000事業所 

約 2,600か所 

35サービス 

16,464事業所 

2,270か所 

フォローアップ研修 300人 86人 

 

３ ユニバーサルデザイン情報サイト事業 

都内の施設や交通機関等に関するユニバーサルデザインやバリアフリー情報を集約したポ

ータルサイト「とうきょうユニバーサルデザインナビ」を運営し、高齢者や障害者等が外出時

に必要とする情報及び事業者や区市町村の取組を促進するための情報の提供を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

掲載施設数 1,820件 1,944件 

トップページアクセス数 52,000 件 61,984 件 

 

  



 

４ 働きやすい福祉・介護の職場宣言情報公表事業 

働きやすさの指標となる「働きやすい福祉の職場ガイドライン」を踏まえた職場づくりに取

り組み、「ＴＯＫＹＯ働きやすい福祉の職場宣言」を行う福祉事業所の情報を「ふくむすび」（東

京都福祉人材情報バンクシステム）に登録し公表するため申請受付等を行った。 

また、職場環境に悩みを抱える法人または事業所に対して、コーディネーターを派遣したほ

か、働きやすい福祉の職場づくりに係るセミナーを実施し、職場環境整備や職場宣言申請のサ

ポート等を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

新規法人申請件数 272法人 52法人（328事業所） 

更新法人申請件数 55法人 65法人※（491事業所） 

スタートアップセミナー 動画配信 動画配信 

事業者支援コーディネーター派遣 50法人 50法人 

未宣言事業者向けセミナー 
200法人 

（100法人×２回） 

213法人 

（２回申込 263法人） 

宣言事業者向けステップアップセミナー  50法人 37法人（申込 43法人） 

※ 延べ法人数（更新期限別に申請件数を積算。実法人数は 64法人） 

 

５ 保健医療情報センター事業 

保健・医療・福祉に関する相談や医療機関に関する情報提供を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

保健医療福祉相談 58,000 件 57,719 件 

夜間休日医療機関案内 44,000 件 53,424 件 

外国語による情報提供  9,100 件 11,507 件 

 

６ 生活サポート特別貸付アフターフォロー事業 
生活サポート特別貸付事業の借受人に対して、生活の安定化を図るため、生活相談と就労支

援を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

償還対象件数 

相談等支援者数 

200件 

25人 

176件 

29人 

 

  



 

７ 健康づくり支援施設運営事業                     

個人や団体が実施する自主的な健康づくり等の活動や、区市町村、関係団体等が実施する健

康づくりをはじめとする福祉保健医療に関する研修、講習会等の場として、運動施設や研修室、

会議室を提供し、都民の健康づくりの推進を図った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

施設を活用した健康づくりの推進 

・個人利用者数         8,727人 

・団体利用回数（運動施設）    77回 

・団体利用回数（研修室等）    346回 

 

  



３ 福祉保健医療サービスを提供する事業者への支援 

 

１ 介護現場改革促進等事業 

 介護サービスを効率的かつ継続的に提供するため、設備整備や人材育成等、生産性向上に向

けて取り組む介護施設・事業所（以下「事業所」）を支援した。また、各種セミナーの実施を通

じて、東京都の次世代介護機器導入に係る補助金との連携強化を図った。 

「デジタル機器導入促進支援」及び「次世代介護機器導入促進支援」の補助金審査等につい

ては、職員の負担軽減や業務効率化の課題解決に取り組む事業所が多く計画数を大幅に上回っ

た。 

〈補助金〉 

４年度事業計画 ４年度実績 

デジタル機器導入促進支援 250事業所 488事業所 

次世代介護機器導入促進支援 

 導入支援事業 75事業所 151事業所 

導入推進事業 20事業所 20事業所 

一体的整備事業 85事業所 43事業所 

人材育成促進支援 1,000事業所 86事業所 

東京都介護職員キャリアパス導入促進事業 

 キャリアパス導入促進事業費補助 160事業所 99事業所 

専門人材育成・定着促進助成 60事業所 47事業所 

  



 

〈普及推進・セミナー〉 

４年度事業計画 ４年度実績 

生産性向上セミナー 動画配信（年１回） 動画配信（１回） 

働きやすい職場環境づくりに関す

るセミナー 
動画配信（年１回） 動画配信（１回） 

機器導入前セミナー 
265事業所 

（18回）、１日間 

130事業所 

（18回）、１日間 

機器導入後セミナー 

・次世代介護機器 165 事業

所（７回）、１日間 

・デジタル機器 100 事業所

（４回）、１日間 

・次世代介護機器 

 動画配信（１回） 

・デジタル機器 

動画配信（１回） 

アドバンストセミナー 

（継続分） 

20事業所、１日間 

（新規分） 

20事業所、２日間 

(継続分) 

20事業所×１回 

(新規分) 

20事業所×３回 

生産性向上に向けた人材育成セミナー  動画配信（年１回） 動画配信（１回） 

リーダー層向け人材育成セミナー 動画配信（年１回） 動画配信（１回） 

新任職員層向け人材育成セミナー 動画配信（年１回） 動画配信（１回） 

公開見学会 50事業所（４回）、１日間 
45事業所（４回）、 

１日間 

次世代介護機器体験展示コーナー

の運営 

常設展示  通年 

出張展示  ２回 

常設展示  通年 

出張展示  ３回   

個別相談 20事業所 19事業所 

 

 

  



 

２ 外国人介護従事者受入れ環境整備等事業 

    外国人介護従事者について、各制度（経済連携協定（ＥＰＡ）、外国人技能実習制度、介護福

祉士養成施設の留学生、在留資格「介護」・「特定技能１号」）の趣旨に沿って、高齢者施設等が

外国人を円滑に受け入れられるよう、施設長等を対象としたセミナーや、指導担当職員を対象

とした研修を実施した。 

    また、各制度に基づき外国人介護従事者を受け入れる介護施設等を対象とした補助金につい

て、募集、申請受付、審査等を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

外国人介護従事者受入れ環境整備等事業 

 外国人介護従事者受入れセミナー 230事業所 67事業所 

外国人介護従事者指導担当職員向け研修 115事業所 62事業所 

介護施設等による留学生等受入れ支援事業 34人 23人 

介護施設等による外国人介護職員とのコミュ

ニケーション促進支援事業 
44事業所 70事業所 

経済連携協定に基づく外国人介護福祉士候補者受

入れ支援事業 
348人 349人 

外国人技能実習制度に基づく外国人介護実習生の受入れ支援事業  49人 36人 

 

３ 介護職員奨学金返済・育成支援事業  

介護保険事業所等が、常勤介護職員として採用（有期雇用を除く。）した介護業務未経験者等

を計画的に育成するとともに、キャリアアップできる環境確保のため、在学中に奨学金貸与を

受けた者に対して、返済金相当額を手当等として支給した場合に、当該介護保険事業所等の事

業者に対する助成を行うための募集、申請受付、審査等を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

対象事業所数 

対象者数 

330事業所 

660人 

318事業所 

518人 

 

  



 

４ 障害福祉サービス事業所職員奨学金返済・育成支援事業  

障害福祉サービス等事業所が、常勤福祉・介護職員として採用（有期雇用を除く。）した福

祉・介護業務未経験の新卒者等を計画的に育成するとともに、キャリアアップできる環境確保

のため、在学中に奨学金貸与を受けた者に対して、返済金相当額を手当等として支給した場合

に、当該障害福祉サービス等事業所の事業者に対する助成を行うための募集、申請受付、審査

等を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

対象者数 90人 82人 

 

５ 現任介護職員資格取得支援事業 

現任の介護職員が介護福祉士国家資格取得のために要する経費の一部を、事業者に対して助

成した。申請及び合格者が見込みより多かったため、実績が計画を上回った。 

４年度事業計画 ４年度交付実績 

対象者数 

交付額 

     550人 

16,500 千円 

   652人 

12,117 千円 

 

６ 現任障害福祉サービス等職員資格取得支援事業 

現任の障害福祉サービス等事業所で働く職員が社会福祉士国家資格、介護福祉士国家資格、

精神保健福祉士国家資格及び公認心理師国家資格取得のために要する経費の一部を、事業者に

対して助成した。申請及び合格者が見込みより少なかったため、実績が計画を下回った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

対象者数 

交付額 

     200人 

10,000 千円 

     193人 

4,982千円 

 

７ 東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業 

介護職員の働きやすい職場環境の実現と災害時の運営体制強化に取り組む介護事業者に対

し、介護職員の宿舎借り上げに要する経費の一部を助成金として交付した。 

介護事業者が、宿舎や入居者が確定せず助成要件を満たすための体制が整わなかった等の

理由から、実績が計画を下回った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

助成規模 6,847戸 1,908戸 

 

  



 

８ 東京都障害福祉サービス等職員宿舎借り上げ支援事業 

職員の働きやすい職場環境の実現と災害時の運営体制強化に取り組む障害福祉サービス等を

提供する事業者に対し、職員の宿舎借り上げに要する経費の一部を助成金として交付した。 

事業者が、宿舎や入居者が確定せず助成要件を満たすための体制が整わなかった等の理由か

ら、実績が計画を下回った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

助成規模 813戸 330戸 

 

９ 高齢者施設における新型コロナウイルス感染症対策強化事業 

新型コロナウイルスに感染した場合の重症化リスクが高い高齢者を介護する施設において、

施設の実状に応じた感染症対策を迅速かつ適切に講じることにより、利用者が安心して生活で

きるとともに、職員が安心して働ける環境を整えられるよう支援するため、対策を講じた施設

への補助にかかる補助金申請受付や審査等を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

対象施設数 1,632施設 460施設 

 

１０ 子供が輝く東京・応援事業 

社会全体で子育てを支えることを目的として、都の出えん及び都民等の寄附による基金を活

用し、ＮＰＯ法人等による、結婚、子育て、学び、就労までのライフステージに応じた取組を

支援するため、新たに実施する事業（定額助成）と、既存事業のレベルアップにつながる事業 

（実績連動型助成）に対して、助成金を交付した。 

令和４年度においては、新たに 12件の助成を開始し、継続分 17件を含めた 29件の助成と

なった。また、事業規模が助成基準限度額に満たない小規模なものを含んでいることや新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、当初予定していた事業計画通りに事業を実施できなかった

ことなどから計画を下回った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

助成件数 

助成金額 

37件 

200,137 千円 

29件 

 76,221千円 

 

１１ 社会福祉施設・医療施設等耐震化促進事業 

耐震化が必要な社会福祉施設等に対し、個別による訪問、耐震化の必要性の説明と東京都の

耐震化補助制度の案内など、耐震化に向けた相談・提案を行った。 

また、耐震化が未実施の施設等からの求めに応じ、建築・耐震化に関する専門知識を有する

建築技師を派遣し、耐震診断・耐震改修に関する技術的助言や提案を行った。 

さらに、耐震化の状況が不明な施設(545 件)に対し、電話調査を実施するとともに耐震化の

必要性の説明を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

訪問業務 194件 31件 

専門的支援業務 11施設 ６施設 



 

１２ 福祉施設経営改善特別融資事業（債権債務管理） 

福祉施設における安全安心対策として、福祉施設を運営する法人に貸し付けた資金の債権債

務管理及び償還業務を行った。条件変更契約及び償還猶予により償還期限の変更を行ったため、

実績が計画を下回った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

法人から財団への償還 18件 57,900千円 16件 49,400千円 

 

１３ 福祉医療機構借入金利子補給事業 

社会福祉法人等が、施設整備等のために、独立行政法人福祉医療機構から借り入れた「福

祉貸付資金」に係る利子の補給を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

対象件数 
1,293件        

（うち令和４年度借入分 71 件） 

1,177件 

（うち令和４年度借入分 36 件） 

利子補給額 778,437 千円 713,726 千円 

 

１４ 介護老人保健施設整備資金利子補給事業 

医療法人等が、施設整備等のために、独立行政法人福祉医療機構から借り入れた「医療貸付 

資金」に係る利子の補給を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

対象件数 114件 110件 

利子補給額 280,915 千円 270,170 千円 

 

１５ 地域福祉振興事業 

地域社会において民間団体等が実施する福祉サービスのうち、既存の公的制度や補助事業

では対象とされていない事業に対して助成金を交付した。 

４年度事業計画 ４年度実績 

助成件数 

助成金額 

46件 

162,887 千円 

44件 

156,511 千円 

 

  



４ 福祉保健医療制度の適正な運営の支援 
 

１ 福祉サービス第三者評価システム事業 

  「東京都福祉サービス評価推進機構」として、評価機関の認証・指導、評価者養成講習の実

施、評価結果の公表、苦情対応、共通評価項目・評価手法の検討、評価者及び評価機関に対す

る研修等の業務を実施するとともに、利用者に対する情報提供を行った。 

   ４年度事業計画 ４年度実績 

受審件数 3,890件 3,949件 

認証・公表委員会 ３回 ３回 

評価者養成講習資格審査会 １回 １回 

評価・研究委員会 

評価手法ワーキング 

分野別ワーキング 

３回 

４回 

９回 

３回 

４回 

５回 

評価者養成講習（新規に東京都の 

評価者になる方に実施） 

132人  

  ※ 講習期間：６日間  
98人 

評価者フォローアップ研修 

 

共通コース 1,360人（ｅラーニング） 1,371人 

専門コース 
  500人 

（ｅラーニング１回、集合研修 10 回） 
540人(11回) 

社会的養護関係施設評価者養成研修 40人   (１回） 45人 

社会的養護関係施設評価者継続研修 20人   (１回） 23人 

保護施設に関する研修 20人  （１回） 27人 

評価機関支援研修   40機関（１回）  61機関 

※ 評価機関から期限経過後の評価結果報告書提出等の理由で実績が変動する場合がある。 

 
２ 介護サービス指定市町村事務受託法人事業 

介護保険法第 24 条の２に基づく「指定市町村事務受託法人」として、介護保険法第 23条に 

規定する照会等事務を行った。 

なお、新型コロナウイルス感染症の影響により照会等事務を見合わせる区市町村が多く、実

績が計画を下回った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

実地指導件数 400件 299件 

 

 

  



 

３ 障害福祉サービス等指定市町村事務受託法人事業 

   障害者総合支援法第 11条の２第１項及び児童福祉法第 57条の３の４第１項に基づく「指定

市町村事務受託法人」として、障害者総合支援法第 10条等に規定する質問等事務を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

実地指導件数 130件 129件 

 
４ 介護保険事業者指定申請受付等事業 

介護保険事業者の指定・更新・変更等について、申請受付、審査、調査を行うとともに、申

請及び届出書類等のデータ化、文書管理等を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

新規指定申請受付 

新規指定事業者研修会 

指定更新申請受付 

   指定更新事業者研修会 

変更届等受付 

 541件 

   12回 

1,082件 

     １回 

－ 

548件 

12回 

1,135件 

１回 

20,831 件 

 

５ 生活保護法指定医療機関等指定申請受付等事業 

生活保護法等による医療機関等の指定･更新・変更等について、申請受付、審査等を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

新規指定申請受付   

 医療機関 1,440件 1,359件 

 施術者   576件   403件 

指定更新申請受付 4,538件 4,144件 

変更届等受付 2,508件 2,699件 

 
６ サービス付き高齢者向け住宅登録等事業 

高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づく指定登録機関として、サービス付き高齢者向

け住宅の登録及び登録簿の閲覧に係る業務等を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

サービス付き高齢者向け住宅登録件数 30件 10件 

サービス付き高齢者向け住宅登録更新件数 87件 87件 

  



５ 山谷地域に居住する日雇労働者の職業の安定と福祉の増進 

 

１ 職業紹介等就労支援事業 

（１）職業紹介事業 

利用者に対して、民間求人及び公園、道路の清掃、除草等の公共事業求人を紹介するとと

もに、55歳以上の高齢者カード所持者に対して、都立公園の清掃作業を輪番で紹介する高齢

者特別就労求人を紹介した。 

利用者の減少傾向や高齢化等により、民間、公共事業及び高齢者特別就労対策事業で紹介

数が計画数に満たなかった。 

４年度事業計画 ４年度実績 

紹介数 延 9,020 人 延 8,513人 

 

（２）適正な就労の推進 

日雇労働者の求人に係る登録事業所に対して労働関係規程の周知を図り、労働者の就労の

安定と健全な雇用慣行の確立を図った。 

 

（３）常用就労等希望者に対する支援 

常用就労等を希望する利用者からの相談に応じ、その意欲やニーズ等に応じた就労自立支

援を行えるよう、ハローワークの求人情報等の資料収集を行った。 

また、常用就労等に必要な知識・技能を習得させるための技能講習事業を国から受託し、

常用就労の機会の拡大を図った。 

 

２ 生活総合相談等福祉支援事業 

（１）生活総合相談 

労働、福祉及び医療が一体となった総合相談を行い、就労支援とあわせて生活全般の援助

を行った。 

利用者が減少傾向にあることから、医療相談等は実績が計画を下回った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

医療相談 延 30件 延 12件 

福祉相談 延 30件 延 21件 

労働相談 延 100件 延 64件 

その他の生活相談 延 1,500 件 延 1,360 件 

 

（２）アウトリーチ（出張相談）による支援 

支援プログラムに基づく継続的な相談を補足強化するための、職員が利用者の居所等に赴

くアウトリーチ（出張相談）については、新型コロナウイルスの感染状況を踏まえながら訪

問時期を調整して実施した。また、職員が簡易宿所を訪問し、帳場との情報共有を図りつつ、

宿泊者の状況把握や利用者の路上生活防止などを目的としたアウトリーチは、日雇労働者が

いる簡易宿所全てに実施した。 

 

 



 

（３）応急援護相談 

生活に困窮し、急迫した状態にある利用者に対して、個々の相談を通じて適切な応急援護

を行った。 

宿泊援護については、夏季の熱中症対策としての特別就労休止や猛暑による利用者増に対

応したこと、寒さの厳しい冬季の利用者増に対応したことから、実績が計画を上回った。 

一方、交通費援護は、就労に必要な交通費等の貸付を必要とする利用者が少なかったこと

から、実績が計画を下回った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

宿泊援護 延 300件 延 374件 

給食援護 延 250件 延 254件 

物品援護 延 200件 延 192件 

交通費援護 延 50件 延７件 

 

（４）健康相談室の運営 

利用者に対して、内科、外科、精神科及び呼吸器科を中心とした健康相談及び応急診療を

実施する健康相談室を運営した。 

利用者の減少に伴い、健康相談室の相談件数は実績が計画を下回った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

相談件数 延 1,500人 延 1,300 人 

 

（５）地域保健事業 

関係機関と連携した健康相談等の地域保健事業を実施した。 

４年度事業計画 ４年度実績 

巡回健康相談 週２回 週２回 

寄せ場健康相談 週５回 週５回 

娯楽室健康相談 月２回 月２回 

 

（６）娯楽室・敬老室の運営及びレクリエーション事業 

地域の労働者や高齢者に娯楽と休息の場や機会等を提供した。 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、前年度から継続して席数削減による定員の抑

制を図るなどの対応を行ったことなどから、計画を下回った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

娯楽室の運営 １日平均在席者数 100人 １日平均在席者数 26.0人 

敬老室の運営 １日平均在席者数 30人 １日平均在席者数 6.8人 

 

  



 

（７）広報等 

地域の簡易宿所居住者等に対して、生活に役立つ情報の提供やセンターの取組をＰＲした

広報紙を発行し、山谷地域や日雇労働者に対する理解を深めた。また、山谷地域に居住する

日雇労働者等に対し、労働・医療・福祉に関する知識や行政機関の利用方法等をわかりやす

く解説した情報誌の改訂を行い、発行した。 

４年度事業計画 ４年度実績 

広報紙「ひろば」の発行 毎月２回 各 2,600部 毎月２回 各 2,600部 

生活情報誌「くらしの便利

帳」の発行（隔年発行） 
1,400部 1,400部 

 

（８）地域環境の改善 

地元町会など地域の関係者と地域の課題について意見交換を行いながら、継続的に地域の

環境改善に取り組んだ。 

地域づくりフォーラムは新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、書面開催とし、地域

クリーンアップ作戦は実施を見送った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

地域づくりフォーラム ４回 ４回（書面開催） 

地域クリーンアップ作戦 12回 ０回 

花いっぱい運動 春と秋に補植等を実施 春と秋に補植等を実施 

 

  



６ 都区市町村職員等への研修 

 

１ 福祉保健局職員研修等事業 

東京都福祉保健局職員及び福祉事務所等の職員を対象とした研修を実施した。 

４年度事業計画 ４年度実績 

福祉保健局独自研修 27研修 26研修 

合同研修 

(東京都立病院機構と合同

実施) 

52研修 

（東京都福祉保健医療学会※）含む 
47研修 

福祉事務所職員等研修 ８研修 ８研修 

※ 東京都福祉保健医療学会は、集合で開催 

 

２ 東京都立病院機構職員研修事業 

地方独立行政法人東京都立病院機構の職員を対象とした研修を実施した。 

なお、令和４年７月に地方独立行政法人東京都立病院機構が設立され、都から同法人に

契約が承継されたことに伴い、事業名称について、「病院経営本部職員研修事業」から、「東

京都立病院機構職員研修事業」に変更した。 

４年度事業計画 ４年度実績 

東京都立病院機構独自研修 15研修 15研修 

合同研修 

(福祉保健局と合同実施) 
52研修 47研修 

 

  



７ 行政機関等への支援 

 
１ 外国人未払医療費補てん事務 

外国人未払医療費に係る医療機関の負担の軽減を図るため、都内医療機関に対し、回収努力

にも関わらず前年度に未収となっている医療費の一部を補てんした。 

４年度事業計画 ４年度実績 

申請方法等ＰＲ用パンフレットの作成 

申請書等の受理及び審査 

補てん金の支払 

補てん金の支払 

医療機関数   38施設 

補てん額   9,257千円 

 

２ 東京都出産応援事業基金事務 

コロナ禍において出産・育児に臨む家庭を対象として、子育て支援サービスや育児用品等を

提供する「東京都出産応援事業」を安定的に実施するため、都からの出えんによって造成する

基金の管理等に関する事務を行った。 

育児用品等を交換する専用サイト用のカードが届いても登録が完了していない対象者もいる

こと、区市町村からの発送状況により、年度末出生の場合は翌年度にカードが届く対象者もい

ることから、実績が計画を下回った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

対象数 100,000 人 91,533 人 

 

３ 心身障害者扶養共済制度等事務 

東京都心身障害者扶養共済制度の加入・給付事務及び東京都心身障害者扶養年金制度の給

付・清算事務を行った。 

扶養年金制度（平成 19年３月制度廃止）については、給付者・清算者の死亡のため、実績

が計画を下回った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

扶養共済制度 
加入者数 

給付者数 

1,097人 

   82人 

1,109人 

   78人 

扶養年金制度 
給付者数 

清算者数 

7,188人 

2,905人 

6,772人 

2,852人 

 

４ 障害者支援施設等の使用料徴収事務 

障害者支援施設等の利用者について、障害者総合支援法に係る自己負担金の徴収を代行し

た。 

４年度事業計画 ４年度実績 

徴収対象施設数 ９施設 ９施設 

徴収対象人員 571人 491人 

 

 

 



 

５ サービス推進費補助等事務 

東京都のサービス推進費補助金、保育士等キャリアアップ補助金及び保育サービス推進事業

補助金の交付に関する事務を行った。 

４年度事業計画 ４年度実績 

対象施設数 1,707施設 1,667施設 
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